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ＩＰ通信網サービス契約約款（ＯＣＮ） 別冊（OCN ひかり電話サービス）【現改比較表】 2025年7月1日現在 

～2025年６月30日 2025年７月１日～ 

(令和７年４月１日現在） 

▲ＩＰ通信網サービス契約約款（OCN） 別冊(OCN ひかり電話サービス）

目次（略） 

第１章 総則  

第１条（略） 

（用語の定義） 

第２条 この約款においては、次の用語はそれぞれ次の意味で使用します。 

(令和 7 年７月１日現在） 

▲ＩＰ通信網サービス契約約款（OCN） 別冊(OCN ひかり電話サービス）

目次（略） 

第１章 総則  

第１条（略） 

（用語の定義） 

第２条 この約款においては、次の用語はそれぞれ次の意味で使用します。 

用 語 用 語 の 意 味 

１～３（略） （略） 

４ 特定約款 契約事業者（東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社

に限ります。以下同じとします。）の音声利用ＩＰ通信網サービス契

約約款及び端末設備貸出サービスに係る利用規約 

５～14（略） （略） 

15 光コラボレーショ

ン事業者

東日本電信電話株式会社又は西日本電信電話株式会社と光コラボレ

ーションモデルに関する契約（東日本電信電話株式会社及び西日本

電信電話株式会社が定めるＩＰ通信網サービス契約約款に規定する

光コラボレーションモデルに関する契約をいいます。以下同じとし

ます。）を締結している電気通信事業者
16 光コラボレーショ

ンモデルサービス

東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社が定めるＩＰ

通信網サービス契約約款に基づき提供されるＩＰ通信網サービスで

あって、光コラボレーションモデルに関する契約に基づき光コラボ

レーション事業者が提供を受けるもの

17 光コラボレーショ

ンモデルサービス（音

声） 

東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社が定める音声

利用ＩＰ通信網サービス契約約款に基づき提供される音声利用ＩＰ

通信網サービスであって、光コラボレーションモデルに関する契約

に基づき光コラボレーション事業者が提供を受けるもの 

18（略） （略） 

用 語 用 語 の 意 味 

１～３（略） （略） 

４ 特定約款 契約事業者（NTT 東日本株式会社及び NTT 西日本株式会社に限りま

す。以下同じとします。）の音声利用ＩＰ通信網サービス契約約款及

び端末設備貸出サービスに係る利用規約 

５～14（略） （略） 

15 光コラボレーショ

ン事業者

NTT 東日本株式会社又は NTT 西日本株式会社と光コラボレーション

モデルに関する契約（NTT 東日本株式会社及び NTT 西日本株式会社

が定めるＩＰ通信網サービス契約約款に規定する光コラボレーション

モデルに関する契約をいいます。以下同じとします。）を締結してい

る電気通信事業者
16 光コラボレーショ

ンモデルサービス

NTT 東日本株式会社及び NTT 西日本株式会社が定めるＩＰ通信網サ

ービス契約約款に基づき提供されるＩＰ通信網サービスであって、光

コラボレーションモデルに関する契約に基づき光コラボレーション事

業者が提供を受けるもの 

17 光コラボレーショ

ンモデルサービス（音

声） 

NTT 東日本株式会社及び NTT 西日本株式会社が定める音声利用ＩＰ

通信網サービス契約約款に基づき提供される音声利用ＩＰ通信網サー

ビスであって、光コラボレーションモデルに関する契約に基づき光コ

ラボレーション事業者が提供を受けるもの

18（略） （略） 
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19 ひかり電話の事業

者変更 

(1) OCN ひかり電話サービス契約の申込みにあたり、その申込者

が現に利用している電気通信サービス（特定卸事業者以外の光コラ

ボレーション事業者が光コラボレーションモデルサービス（音声）

を用いて提供する電気通信サービスとします。）を OCN ひかり電 

話サービスに移行して、利用開始すること（以下この(1)の場合を

「ひかり電話の事業者変更（入）」といいます。） 

(2) OCN ひかり電話サービス契約の解除の請求を行うにあたり、

その OCN ひかり電話サービス契約者が現に利用している OCN ひ

かり電話サービスを特定卸事業者以外の光コラボレーション事業者

が光コラボレーションモデルサービス(音声)を用いて提供する電気

通信サービス又は東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式

会社が定める音声利用ＩＰ通信網サービス契約約款に基づき提供さ

れる音声利用ＩＰ通信網サービス（光コラボレーションモデルサー

ビスを除きます。）に移行すること（以下この(2)の場合を「ひかり

電話の事業者変更（出）」といいます。） 

19 ひかり電話の事業

者変更 

(1) OCN ひかり電話サービス契約の申込みにあたり、その申込者

が現に利用している電気通信サービス（特定卸事業者以外の光コラ

ボレーション事業者が光コラボレーションモデルサービス（音声）

を用いて提供する電気通信サービスとします。）を OCN ひかり電

話サービスに移行して、利用開始すること（以下この(1)の場合を

「ひかり電話の事業者変更（入）」といいます。） 

(2) OCN ひかり電話サービス契約の解除の請求を行うにあたり、

その OCN ひかり電話サービス契約者が現に利用している OCN ひ

かり電話サービスを特定卸事業者以外の光コラボレーション事業者

が光コラボレーションモデルサービス(音声)を用いて提供する電気

通信サービス又は NTT 東日本株式会社及び NTT 西日本株式会社が

定める音声利用ＩＰ通信網サービス契約約款に基づき提供される音

声利用ＩＰ通信網サービス（光コラボレーションモデルサービスを

除きます。）に移行すること（以下この(2)の場合を「ひかり電話の

事業者変更（出）」といいます。） 

２（略） 

３ 前２項に規定するほか、OCN ひかり電話サービスの提供にあたり、共通編（第４条（用語の定義）を

除きます。）において、次表左欄の言葉は、それぞれ同表右欄の言葉に読み替えて適用するものとしま

す。 

（略） （略） 

契約事業者 契約事業者（東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株

式会社に限ります。） 

（略） （略） 

２（略） 

３ 前２項に規定するほか、OCN ひかり電話サービスの提供にあたり、共通編（第４条（用語の定義）を

除きます。）において、次表左欄の言葉は、それぞれ同表右欄の言葉に読み替えて適用するものとしま

す。 

（略） （略） 

契約事業者 契約事業者（NTT 東日本株式会社及び NTT 西日本株式会社に

限ります。） 

（略） （略） 

第 3 条（略） 

第２章（略） 

第３章 契約 

第６条～第８条（略） 

（ひかり電話の事業者変更） 

第 9 条 当社は、ひかり電話の事業者変更（入）の申込みにおいて、共通編第 10 条（ＩＰ通信網契約申

込みの承諾）第２項各号のいずれかに該当する場合のほか、次の場合を除いて、これを承諾します。 

（1）OCN ひかり電話契約の事業者変更（入）と同時に、現に利用している電気通信サービスから OCN

ひかり電話利用回線への事業者変更（入）を行わないとき。 

第 3 条（略） 

第２章（略） 

第３章 契約 

第６条～第８条（略） 

（ひかり電話の事業者変更） 

第 9 条 当社は、ひかり電話の事業者変更（入）の申込みにおいて、共通編第 10 条（ＩＰ通信網契約申

込みの承諾）第２項各号のいずれかに該当する場合のほか、次の場合を除いて、これを承諾します。 

（1）OCN ひかり電話契約の事業者変更（入）と同時に、現に利用している電気通信サービスから OCN

ひかり電話利用回線への事業者変更（入）を行わないとき。 
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２ OCN ひかり電話契約者はひかり電話の事業者変更（出）の請求をすることができます。当社は、共

通編第 10 条（ＩＰ通信網契約申込みの承諾）第２項の各号のいずれかに該当する場合のほか、次の場

合を除いて、これを承諾します。 

（1）当社が OCN ひかり電話契約者からの請求に基づきその OCN ひかり電話契約に係る品目若しくは

細目の変更、移転又は契約内容の変更を行っているとき。 

（2）事業者変更先の電気通信者が承諾しないとき。

（3）その他ひかり電話の事業者変更（出）に関する業務の遂行に係る当社と東日本電信電話株式会社又

は西日本電信電話株式会社との契約に基づく条件に適合しないとき。 

（4）OCN ひかり電話契約のひかり電話の事業者変更（出）と同時に、現に利用している OCN ひかり

電話利用回線の事業者変更（出）を行わないとき。 

２ OCN ひかり電話契約者はひかり電話の事業者変更（出）の請求をすることができます。当社は、共

通編第 10 条（ＩＰ通信網契約申込みの承諾）第２項の各号のいずれかに該当する場合のほか、次の場

合を除いて、これを承諾します。 

（1）当社が OCN ひかり電話契約者からの請求に基づきその OCN ひかり電話契約に係る品目若しくは

細目の変更、移転又は契約内容の変更を行っているとき。 

（2）事業者変更先の電気通信者が承諾しないとき。

（3）その他ひかり電話の事業者変更（出）に関する業務の遂行に係る当社と NTT 東日本株式会社又は

NTT 西日本株式会社との契約に基づく条件に適合しないとき。 

（4）OCN ひかり電話契約のひかり電話の事業者変更（出）と同時に、現に利用している OCN ひかり

電話利用回線の事業者変更（出）を行わないとき。 

第 10 条～第 18 条（略） 

第４章～第８章（略） 

第９章 損害賠償 

（責任の制限） 

第 37 条 当社は、OCN ひかり電話サービスを提供すべき場合において、当社（契約事業者を含みま

す。）の責めに帰すべき理由によりその提供をしなかったとき（その提供をしなかったことの原因が、

本邦のケーブル陸揚局（複数地点間の電気通信のために用いられる海底ケーブルの陸揚げを行う事業所

をいいます。以下同じとします。）若しくは固定衛星地球局より外国側若しくは衛星側の電気通信回線

設備における障害であるときを除きます。）は、その OCN ひかり電話サービスを全く利用できない状

態（その OCN ひかり電話契約に係る電気通信設備によるすべての通信に著しい支障が生じ、全く利用

できない状態と同程度の状態となる場合を含みます。以下この条において同じとします。）にあること

を当社が知った時刻から起算して、24 時間以上その状態が連続したときに限り、その契約者の損害を

賠償します。 

ただし、エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社、契約事業者又は OCN ひかり電話協定

事業者がエヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社、契約事業者又は OCN ひかり電話協定事

業者の契約約款及び料金表の定めるところによりその損害を賠償する場合は、この限りでありません。 

２～４（略） 

第 10 条～第 18 条（略） 

第４章～第８章（略） 

第９章 損害賠償 

（責任の制限） 

第 37 条 当社は、OCN ひかり電話サービスを提供すべき場合において、当社（契約事業者を含みま

す。）の責めに帰すべき理由によりその提供をしなかったとき（その提供をしなかったことの原因が、

本邦のケーブル陸揚局（複数地点間の電気通信のために用いられる海底ケーブルの陸揚げを行う事業所

をいいます。以下同じとします。）若しくは固定衛星地球局より外国側若しくは衛星側の電気通信回線

設備における障害であるときを除きます。）は、その OCN ひかり電話サービスを全く利用できない状

態（その OCN ひかり電話契約に係る電気通信設備によるすべての通信に著しい支障が生じ、全く利用

できない状態と同程度の状態となる場合を含みます。以下この条において同じとします。）にあること

を当社が知った時刻から起算して、24 時間以上その状態が連続したときに限り、その契約者の損害を賠

償します。 

ただし、NTT ドコモビジネス株式会社、契約事業者又は OCN ひかり電話協定事業者が NTT ドコモビ

ジネス株式会社、契約事業者又は OCN ひかり電話協定事業者の契約約款及び料金表の定めるところによ

りその損害を賠償する場合は、この限りでありません。 

２～４（略） 

第 10 章～第 11 章（略） 

別記 

１～３（略） 

４ 相互接続通信の料金等の取扱い 

（1）～（5）（略） 

第 10 章～第 11 章（略） 

別記 

１～３（略） 

４ 相互接続通信の料金等の取扱い 

（1）～（5）（略） 
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（6）(2)から(5)の規定にかかわらず、契約者回線等又は別記６(4)に定める NTT Com ひかり電話協定

事業者（本約款においては OCN ひかり電話協定事業者と読み替えます。）に係る電気通信設備か

ら行われる通信のうち、当社の電気通信サービスに関する問合せ、申込み等のためにそれぞれの業

務を行うＩＰ通信網サービス取扱所等に設置されている電気通信設備であって、当社が指定したも

のへの相互接続通信の料金については、その通信と他社相互接続通信とを合わせて当社が定めるも

のとし、料金の請求等料金に関するその他の取扱いについては、この約款に定めるところによりま

す。 

（7）（略） 

（6）(2)から(5)の規定にかかわらず、契約者回線等又は別記６(4)に定めるドコモビジネスひかり電話協

定事業者（本約款においては OCN ひかり電話協定事業者と読み替えます。）に係る電気通信設備か

ら行われる通信のうち、当社の電気通信サービスに関する問合せ、申込み等のためにそれぞれの業務

を行うＩＰ通信網サービス取扱所等に設置されている電気通信設備であって、当社が指定したものへ

の相互接続通信の料金については、その通信と他社相互接続通信とを合わせて当社が定めるものと

し、料金の請求等料金に関するその他の取扱いについては、この約款に定めるところによります。 

（7）（略） 

５ OCN ひかり電話サービスの提供に係る OCN ひかり電話協定事業者 

特定卸事業者のＩＰ通信網サービス契約約款別冊（NTT Com ひかり電話サービス）別記５に掲げる

ものと同じ 

６ OCN ひかり電話サービスの提供に係る OCN ひかり電話協定事業者の電気通信設備 

特定卸事業者のＩＰ通信網サービス契約約款別冊（NTT Com ひかり電話サービス）別記６に掲げる

ものと同じ 

７～15（略） 

５ OCN ひかり電話サービスの提供に係る OCN ひかり電話協定事業者 

特定卸事業者のＩＰ通信網サービス契約約款別冊（ドコモビジネスひかり電話サービス）別記５に掲

げるものと同じ 

６ OCN ひかり電話サービスの提供に係る OCN ひかり電話協定事業者の電気通信設備 

特定卸事業者のＩＰ通信網サービス契約約款別冊（ドコモビジネスひかり電話サービス）別記６に掲

げるものと同じ 

７～15（略） 

16 他社相互接続通信に係る協定事業者 

協定事業者 内  容 

１（略） （略） 

２ 中継事業者 電気通信番号規則別表第 10 号に規定する電気通信番号を用いて電

気通信サービスを提供する協定事業者（西日本電信電話株式会社

及び東日本電信電話株式会社を除きます。） 

３～５（略） （略）  

17 携帯・自動車電話事業者の電気通信サービス 

特定卸事業者のＩＰ通信網サービス契約約款別冊（NTT Com ひかり電話サービス）別記 17 に掲げ

るもの 

18（略） 

16 他社相互接続通信に係る協定事業者 

協定事業者 内  容 

１（略） （略） 

２ 中継事業者 電気通信番号規則別表第 10 号に規定する電気通信番号を用いて電

気通信サービスを提供する協定事業者（NTT 西日本株式会社及び

NTT 東日本株式会社を除きます。） 

３～５（略） （略）  

17 携帯・自動車電話事業者の電気通信サービス 

特定卸事業者のＩＰ通信網サービス契約約款別冊（ドコモビジネスひかり電話サービス）別記 17 に

掲げるもの 

18（略） 

19 相互接続通信の接続形態と料金の取扱い 

接 続 形 態 料金を定め

る事業者 

料金を請求

する事業者 

料金の支払い

を要する者 

料金に関する

その他の取扱い 

１ （略） （略） （略） （略） （略） 

19 相互接続通信の接続形態と料金の取扱い 

接 続 形 態 
料金を定め

る事業者 

料金を請求

する事業者 

料金の支払い

を要する者 

料金に関する

その他の取扱い 

１ （略） （略） （略） （略） （略） 
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２ 発信側

の電気

通信設

備：端

末系事

業者に

係る電

気通信

設備 

着信側

の電気

通信設

備：接

続契約

者回線

等 

（1）（略） （略） （略） （略） （略） 

（2）削除 削除 削除 削除 削除 

（3）契約事

業者に係る

電気通信設

備（電話サ

ービス又は 

総合ディジ

タル通信サ

ービスに係

るものに限

ります。）か

ら発信し、

エヌ・テ

ィ・ティ・

コミュニケ

ーションズ

株式会社に

係る電気通

信設備を経

由して通信

を行った場

合 

エヌ・テ

ィ・ティ・

コミュニケ

ーションズ

株式会社 

契約事業者  エヌ・ティ・

ティ・コミュ

ニケーション

ズ株式会社の

契約約款 に

規定する者 

エヌ・ティ・

ティ・コミュ

ニケーション

ズ株式会社の

契約約款 に

別段の定めが

ある取扱いを

除き、契約事

業者の契約約

款等に定める

ところにより

ます。 

（4）（略） （略） （略） （略） （略） 

３～

６ 

（略） （略） （略） （略） （略） 

２ 発信側

の電気

通信設

備：端

末系事

業者に

係る電

気通信

設備 

着信側

の電気

通信設

備：接

続契約

者回線

等 

（1）（略） （略） （略） （略） （略） 

（2）削除 削除 削除 削除 削除 

（3）契約事

業者に係る

電気通信設

備（電話サ

ービス又は 

総合ディジ

タル通信サ

ービスに係

るものに限

ります。）か

ら発信し、

NTT ドコモ

ビジネス株式

会社に係る

電気通信設

備を経由し

て通信を行

った場合 

NTT ドコモビ

ジネス株式会

社 

契約事業者  NTT ドコモビ

ジネス株式会社

の契約約款 

に規定する者 

NTT ドコモビ

ジネス株式会社

の契約約款 

に別段の定め

がある取扱い

を除き、契約

事業者の契約

約款等に定め

るところによ

ります。 

（4）（略） （略） （略） （略） （略） 

３～

６ 

（略） （略） （略） （略） （略） 

20～21（略） 20～21（略） 

料金表 

通則（略） 

第１表 料金（附帯サービスの料金を除きます。） 

第１ 利用料金 

料金表 

通則（略） 

第１表 料金（附帯サービスの料金を除きます。） 

第１ 利用料金 
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１ 適用（略） 

２ 料金額 

２－１ 基本額（略） 

２－２ 付加機能使用料 

区分 単位 料金額（月額） 

（
略
）

（略） （略） （略） 

（
略
）

（略） 

転
送
電
話
機
能

（略） （略） （略） 

備
考

１～５（略） 

(注１) 当社が別に定めるもの（あらかじめ登録した番号に関するもの）は、次のとおり

とします。 

OCN ひかり電話サービスに係る OCN ひかり電話利用回線への着信が可能な電気

通信番号であって最大 30 までの番号。 

(注２) 当社が別に定めるもの（指定した番号に関するもの）は、次のとおりとします。 

OCN ひかり電話サービス利用回線から発信が可能な電気通信番号であって、104 番

などの３桁の番号、当社又はエヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社及び

協定事業者の着信課金機能の番号及び国際電話の番号等以外の番号を使用しているも

の。 

（
略
）

（略） （略） （略） 

（
略
）

（略） 

１ 適用（略） 

２ 料金額 

２－１ 基本額（略） 

２－２ 付加機能使用料 

区分 単位 料金額（月額） 

（
略
）

（略） （略） （略） 

（
略
）

（略） 

転
送
電
話
機
能

（略） （略） （略） 

備
考

１～５（略） 

(注１) 当社が別に定めるもの（あらかじめ登録した番号に関するもの）は、次のとおり

とします。 

OCN ひかり電話サービスに係る OCN ひかり電話利用回線への着信が可能な電気

通信番号であって最大 30 までの番号。 

(注２) 当社が別に定めるもの（指定した番号に関するもの）は、次のとおりとします。 

OCN ひかり電話サービス利用回線から発信が可能な電気通信番号であって、104 番

などの３桁の番号、当社又は NTT ドコモビジネス株式会社及び協定事業者の着信課

金機能の番号及び国際電話の番号等以外の番号を使用しているもの。 

（
略
）

（略） （略） （略） 

（
略
）

（略） 
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テ
レ
ビ
電
話
機
能

（略） － － 

備
考

１～５（略） 

(注) 当社が別に定める OCN ひかり電話協定事業者の電気通信サービスは、次のとおり

とします。 

(4) 東日本電信電話株式会社の提供する音声利用ＩＰ通信網サービス（第２種サ

（
略
）

着
ル
機
能

（略） （略） （略） 

（
略
）

（略） 

＃
ダ
イ
ヤ
ル
機
能

（略） （略） （略） （略） 

備
考

１～8（略） 

（注１）備考３の当社が別に定めるところは、東日本電信電話株式会社及び西日本電信

電話株式会社の単位料金区域ごととします。 

（注２）～（注３）（略） 

テ
レ
ビ
電
話
機
能

（略） － － 

備
考

１～５（略） 

(注) 当社が別に定める OCN ひかり電話協定事業者の電気通信サービスは、次のとおり

とします。 

通信網サービス 

(4) NTT 東日本株式会社の提供する音声利用ＩＰ通信網サービス（第２種サー

ビスのタイプ２又は第３種サービス（NTT 西日本株式会社の音声利用ＩＰ

通信網サービス契約約款料金表に規定する契約者回線番号又は追加番号への

発信に係るものを除きます。）に限ります。）

（
略
）

着
ル
機
能

（略） （略） （略） 

（
略
）

（略） 

＃
ダ
イ
ヤ
ル
機
能

（略） （略） （略） （略） 

備
考

１～8（略） 

（注１）備考３の当社が別に定めるところは、NTT 東日本株式会社及び NTT 西日本

株式会社の単位料金区域ごととします。 

（注２）～（注３）（略） 

(1) NTT 西日本株式会社の提供する映像通信機能を利用している音声利用ＩＰ

通信網サービス（料金表第１表第２類第２（第２種サービスに係るもの）２

（料金額）２－１（国内通信に係るもの）２－１－１（タイプ１に係るも

の）(２)アの（ア）、（キ）及び（ク）に規定する通信に限ります。）

(2) NTT 西日本株式会社の提供する音声利用ＩＰ通信網サービス（第２種サー

ビスのタイプ２（NTT 東日本株式会社の音声利用ＩＰ通信網サービス契約

約款料金表に規定する契約者回線番号又は追加番号への発信に係るものを除

きます。）に限ります。）

(3) NTT 東日本株式会社の提供する映像通信機能を利用している音声利用ＩＰ

(1) 西日本電信電話株式会社の提供する映像通信機能を利用している音声利用Ｉ

Ｐ通信網サービス（料金表第１表第２類第２（第２種サービスに係るもの）

２（料金額）２－１（国内通信に係るもの）２－１－１（タイプ１に係るも

の）(２)アの（ア）、（キ）及び（ク）に規定する通信に限ります。）

(2) 西日本電信電話株式会社の提供する音声利用ＩＰ通信網サービス（第２種サ

ービスのタイプ２（東日本電信電話株式会社の音声利用ＩＰ通信網サービス

契約約款料金表に規定する契約者回線番号又は追加番号への発信に係るもの

を除きます。）に限ります。）

(3) 東日本電信電話株式会社の提供する映像通信機能を利用している音声利用Ｉ

Ｐ通信網サービス 

ービスのタイプ２又は第３種サービス（西日本電信電話株式会社の音声利用

ＩＰ通信網サービス契約約款料金表に規定する契約者回線番号又は追加番号

への発信に係るものを除きます。）に限ります。）
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特
定
番
号
通
知
機
能

この機能を利用する OCN ひかり電話利用回線（付加機能

（着信課金機能に限ります。）又はエヌ・ティ・ティ・コ

ミュニケーションズ株式会社の電話等サービス契約約款

に定める付加機能（地域指定着信課金機能又は地域指定特

定番号着信機能に限ります。）の利用に係るものに限りま

す。）から行う通信について、その接続契約者回線等の契

約者回線番号又は追加番号に替えて、着信課金番号を着信

先の契約者回線等へ通知する機能 

（略） （略） 

備
考

当社は、付加機能（着信課金機能に限ります。）又はエヌ・ティ・ティ・コミュニケーシ

ョンズ株式会社の電話等サービス契約約款に定める付加機能（地域指定着信課金機能又は

地域指定特定番号着信機能に限ります。）の提供を受けている OCN ひかり電話契約者に

限り、この機能を提供します。 

（
略
）

（
略
）

（略） （略） （略） 

特
定
番
号
通
知
機
能

この機能を利用する OCN ひかり電話利用回線（付加機能

（着信課金機能に限ります。）又は NTT ドコモビジネス

株式会社の電話等サービス契約約款に定める付加機能

（地域指定着信課金機能又は地域指定特定番号着信機能

に限ります。）の利用に係るものに限ります。）から行う

通信について、その接続契約者回線等の契約者回線番号

又は追加番号に替えて、着信課金番号を着信先の契約者

回線等へ通知する機能 

（略） （略） 

備
考

当社は、付加機能（着信課金機能に限ります。）又は NTT ドコモビジネス株式会社の電

話等サービス契約約款に定める付加機能（地域指定着信課金機能又は地域指定特定番号

着信機能に限ります。）の提供を受けている OCN ひかり電話契約者に限り、この機能を

提供します。 

（
略
）

（
略
）

（略） （略） （略） 

２－３～２－４（略） ２－３～２－４（略） 

第２ 通信料 

１ 適用 

第２ 通信料 

１ 適用 

区 分 内 容 

（1）～（5）（略） (略) 

（6）選択制による通

信料の月極割引

の適用

ア～ウ（略）

エ 同一のグループ通話定額選択回線群（エヌ・ティ・ティ・コミュニケ

ーションズ株式会社のＩＰ通信網サービス契約約款別冊（NTT Com ひ

かり電話サービス）のメニュー３に係る通信料の適用を受ける NTT

Com ひかり電話利用回線等又はエヌ・ティ・ティ・コミュニケーション

ズ株式会社のＩＰ通信網サービス契約約款別冊（NTT Com ひかり電話

サービス）の通信料別表の月極割引を選択する NTT Com ひかり電話利

用回線等、及び通信料別表の月額割引を選択する OCN ひかり電話利用

回線であって、その契約者が同一となるものにより構成される回線群を

いいます。以下同じとします。）に、OCN ひかり電話利用回線（別記

21 に規定する東日本エリアに係るものに限ります。）及び OCN ひかり

電話利用回線（別記 21 に規定する西日本エリアに係るものに限りま

す。）を同時に登録することはできません。 

区 分 内 容 

（1）～（5）（略） (略) 

（6）選択制による通

信料の月極割引

の適用

ア～ウ（略）

エ 同一のグループ通話定額選択回線群（NTT ドコモビジネス株式会社のＩ

Ｐ通信網サービス契約約款別冊（ドコモビジネスひかり電話サービス）の

メニュー３に係る通信料の適用を受けるドコモビジネスひかり電話利用回

線等又は NTT ドコモビジネス株式会社のＩＰ通信網サービス契約約款別冊

（ドコモビジネスひかり電話サービス）の通信料別表の月極割引を選択す

るドコモビジネスひかり電話利用回線等、及び通信料別表の月額割引を選

択する OCN ひかり電話利用回線であって、その契約者が同一となるもの

により構成される回線群をいいます。以下同じとします。）に、OCN ひか

り電話利用回線（別記 21 に規定する東日本エリアに係るものに限りま

す。）及び OCN ひかり電話利用回線（別記 21 に規定する西日本エリアに

係るものに限ります。）を同時に登録することはできません。 
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（7）メニュー１－２

に係る通信料の

適用

ア～イ（略）

ウ 控除対象通信は、次に該当しないものに限ります。

（ア）相互接続通信（当社が別に定めるものを除きます。）

（イ）当社が別に定める付加機能等（エヌ・ティ・ティ・コミュニケーショ

ンズ株式会社及び OCN ひかり電話協定事業者が提供するものを含み

ます。）を利用して行う通信 

（ウ）２（料金額）の２－１(1)の表中ウ欄からキ欄に定める通信

エ～キ（略）

（8）～（12）

（略） 

（略） 

（7）メニュー１－２

に係る通信料の

適用

ア～イ（略）

ウ 控除対象通信は、次に該当しないものに限ります。

（ア）相互接続通信（当社が別に定めるものを除きます。）

（イ）当社が別に定める付加機能等（NTT ドコモビジネス株式会社及び OCN

ひかり電話協定事業者が提供するものを含みます。）を利用して行う

通信

（ウ）２（料金額）の２－１(1)の表中ウ欄からキ欄に定める通信

エ～キ（略）

（8）～（12）

（略） 

（略） 

２ 料金額 

２－１ 国内通信に係るもの 

（1）（2）、（3）、（4）及び（5）以外のもの 

料金種別 単位 料金額 

（略） （略） （略） 

備
考

１～２（略） 

（注１）（略） 

（注２）当社が別に定める協定事業者の電気通信サービスは、次のとおりとします。 

（1）西日本電信電話株式会社の提供する音声利用ＩＰ通信網サービス（第２種サービスのタ

イプ２に係る接続契約者回線等、映像通信機能を利用している第２種サービスに係る接

続契約者回線等（イ、ク及びケに規定する通信に限ります。））であって、東日本電信

電話株式会社の音声利用ＩＰ通信網サービス契約約款料金表に規定する契約者回線番号

又は追加番号への発信以外のもの 

（2）東日本電信電話株式会社の提供する音声利用ＩＰ通信網サービス（第２種サービスのタ

イプ２に係る接続契約者回線等、映像通信機能を利用している第２種サービスに係る接

続契約者回線等（イ、ク及びケに規定する通信に限ります。）であって、西日本電信電

話株式会社の音声利用ＩＰ通信網サービス契約約款料金表に規定する契約者回線番号又

は追加番号への発信以外のもの 

２ 料金額 

２－１ 国内通信に係るもの 

（1）（2）、（3）、（4）及び（5）以外のもの 

料金種別 単位 料金額 

（略） （略） （略） 

備
考

１～２（略） 

（注１）（略） 

（注２）当社が別に定める協定事業者の電気通信サービスは、次のとおりとします。 

（1）NTT 西日本株式会社の提供する音声利用ＩＰ通信網サービス（第２種サービスのタイ

プ２に係る接続契約者回線等、映像通信機能を利用している第２種サービスに係る接続

契約者回線等（イ、ク及びケに規定する通信に限ります。））であって、NTT 東日本

株式会社の音声利用ＩＰ通信網サービス契約約款料金表に規定する契約者回線番号又は

追加番号への発信以外のもの

（2）NTT 東日本株式会社の提供する音声利用ＩＰ通信網サービス（第２種サービスのタイ

プ２に係る接続契約者回線等、映像通信機能を利用している第２種サービスに係る接続

契約者回線等（イ、ク及びケに規定する通信に限ります。）であって、NTT 西日本株

式会社の音声利用ＩＰ通信網サービス契約約款料金表に規定する契約者回線番号又は追

加番号への発信以外のもの

（2）～（5）（略） 

２－２（略） 

第３（略） 

（2）～（5）（略） 

２－２（略） 

第３（略） 

第２表～第 3 表（略） 第２表～第 3 表（略） 
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通信料別表 選択制による通信料の月極割引 

同一契約者に係る OCN ひかり電話利用回線等間の通信料の月極割引（グループ通話定額） 

区 分 内 容 

（1）定義等 ア 「同一契約者に係る OCN ひかり電話利用回線等間の通信料の月極

割引」とは、グループ通話定額選択回線群内の OCN ひかり電話利用

回線から行われる、同一のグループ通話定額選択回線群の OCN ひか

り電話利用回線及びエヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会

社が提供する NTT Com ひかり電話利用回線等への通信（当社が別に

定める付加機能等を利用して行う通信を除きます。）について、２

（料金額）の規定により算定した額の月間累計額に代えて、１のチャ

ネル（この月極割引を選択する OCN ひかり電話利用回線において利

用しているすべてのチャネルについて適用します。）ごとに定額通信

料 400 円（税込価格 440 円）を適用することをいいます。 

イ グループ通話定額選択回線群にはエヌ・ティ・ティ・コミュニケー

ションズ株式会社のＩＰ通信網サービス契約約款別冊（NTT Com ひ

かり電話サービス）の NTT Com ひかり電話契約（メニュー２又はメ

ニュー３のものに限ります。）が含まれる必要があります。OCN ひ

かり電話契約のみでグループ通話定額回線群は構成できません。 

ウ（略）

（2）（略） （略） 

（3）月極割引の適用 ア（略）

イ 当社は、この月極割引の適用を受けている OCN ひかり電話契約に

ついて、次のいずれかに該当する場合は、本割引の適用を廃止します。

(ア) ＩＰ通信網利用権の譲渡があったとき。

(イ) グループ通話定額選択回線群を構成する全ての契約がエヌ・テ

ィ・ティ・コミュニケーションズ株式会社のＩＰ通信網サービス契約

約款別冊（NTT Com ひかり電話サービス）に規定する NTT Com ひ

かり電話サービスのメニュー２又はメニュー３に係るものでなくなっ

たとき。 

通信料別表 選択制による通信料の月極割引 

同一契約者に係る OCN ひかり電話利用回線等間の通信料の月極割引（グループ通話定額） 

区 分 内 容 

（1）定義等 ア 「同一契約者に係る OCN ひかり電話利用回線等間の通信料の月極

割引」とは、グループ通話定額選択回線群内の OCN ひかり電話利用

回線から行われる、同一のグループ通話定額選択回線群の OCN ひか

り電話利用回線及び NTT ドコモビジネス株式会社が提供するドコモ

ビジネスひかり電話利用回線等への通信（当社が別に定める付加機能

等を利用して行う通信を除きます。）について、２（料金額）の規定に

より算定した額の月間累計額に代えて、１のチャネル（この月極割引

を選択する OCN ひかり電話利用回線において利用しているすべての

チャネルについて適用します。）ごとに定額通信料 400 円（税込価格

440 円）を適用することをいいます。 

イ グループ通話定額選択回線群には NTT ドコモビジネス株式会社のＩ

Ｐ通信網サービス契約約款別冊（ドコモビジネスひかり電話サービス）

の ドコモビジネスひかり電話契約（メニュー２又はメニュー３のものに

限ります。）が含まれる必要があります。OCN ひかり電話契約のみでグ

ループ通話定額回線群は構成できません。

ウ（略）

（2）（略） （略） 

（3）月極割引の適用 ア（略）

イ 当社は、この月極割引の適用を受けている OCN ひかり電話契約に

ついて、次のいずれかに該当する場合は、本割引の適用を廃止します。 

(ア) ＩＰ通信網利用権の譲渡があったとき。

(イ) グループ通話定額選択回線群を構成する全ての契約が NTT ドコ

モビジネス株式会社のＩＰ通信網サービス契約約款別冊（ドコモビジ

ネスひかり電話サービス）に規定するドコモビジネスひかり電話サー

ビスのメニュー２又はメニュー３に係るものでなくなったとき。 




